
事 業 概 況 （令和５年 12月分結果の概要） 

 

 保 険 給 付 

令和５年度労災保険業務機械処理の令和５年 12 月末現在における保険給付支払総額は 5,650 億円で、前年同期に比べ

て 0.7％増となっている。 

保険給付支払総額の給付種類別の状況 

  保険給付支払総額を給付種類別に構成比でみると、年金等給付が 2,657億円で 47.0％と最も大きく、次いで療養補償給

付が 1,885億円で 33.4％を占めている。以下、休業補償給付が 13.2％、障害補償一時金が 3.9％、遺族補償一時金が 1.1％、

介護補償給付が 1.0％、葬祭料及び二次健康診断等給付がそれぞれ 0.2％となっている。 

  保険給付支払総額を給付種類別に前年同期と比べてみると、二次健康診断等給付が 11.9％増、療養補償給付及び障害補

償一時金が 4.2％増、遺族補償一時金が 3.9％増、葬祭料が 2.4％増となっているのに対し、休業補償給付が 1.7％減、年

金等給付が 1.4％減、介護補償給付が 0.7％減となっている。（第１表） 

 

 

 

 

保険給付支払総額の業種別の状況 

  保険給付支払総額を業種別に構成比でみると、「その他の事業」が 1,904 億円で 33.7％、「建設事業」が 1,552 億円で

27.5％、「製造業」が 1,292億円で 22.9％となっている。以下、「運輸業」が 11.0％、「鉱業」が 2.6％、「林業」が 1.5％、

「船舶所有者の事業」が 0.4％、「漁業」が 0.3％、「電気、ガス、水道又は熱供給の事業」が 0.2％となっている。 

  保険給付支払総額を業種別に前年同期と比べてみると、「その他の事業」が 2.7％増、「電気、ガス、水道又は熱供給の

事業」が 1.9％増、「運輸業」が 0.8％増、「製造業」が 0.3％増となっているのに対し、「鉱業」が 9.0％減、「漁業」が 6.9％

減、「林業」が 3.3％減、「船舶所有者の事業」が 1.3％減、「建設事業」が 0.2％減となっている。（第２表） 

 

 

 

区　分　

　保険給付

千円 ％ ％ 千円 ％ ％

合 計 561,214,319 100.0 1.4 △    565,016,678 100.0 0.7

療 養 補 償 給 付 180,816,510 32.2 1.9 △    188,491,050 33.4 4.2

休 業 補 償 給 付 75,900,967 13.5 4.8 74,587,985 13.2 1.7 △    

障 害 補 償 一 時 金 20,957,727 3.7 5.2 △    21,846,557 3.9 4.2

遺 族 補 償 一 時 金 5,783,941 1.0 20.4 6,009,882 1.1 3.9

葬 祭 料 1,339,502 0.2 1.5 △    1,372,020 0.2 2.4

介 護 補 償 給 付 5,884,208 1.0 1.2 5,843,123 1.0 0.7 △    

年 金 等 給 付 269,469,257 48.0 2.8 △    265,677,667 47.0 1.4 △    

二 次健 康診 断等 給付 1,062,207 0.2 10.9 △   1,188,395 0.2 11.9

(注1) 本表は、機械処理データの金額である（以下、各表同じ）。

第　１　表　　給 付 種 類 別 保 険 給 付 支 払 状 況

令和4年度　4年12月末 令和5年度　5年12月末

金 額 構成比
対前年
同　期
増減率

金 額 構成比
対前年
同　期
増減率

(注2) 本表の数値は、金額は百の位で、比率は小数点以下第2位で四捨五入を行っているため、

　　　合計が合わない場合がある（以下、各表同じ）。



 

 

 

年金等給付支払総額の業種別の状況 

  年金等給付支払総額を給付種類別に構成比でみると、遺族補償年金が 1,481億円で 55.8％と最も大きく、次いで障害補

償年金が 1,013億円で 38.1％、傷病補償年金が 163億円で 6.1％を占めている。 

  年金等給付支払総額を業種別に構成比でみると、「建設事業」が 870 億円で 32.7％、「製造業」が 743 億円で 28.0％、

「その他の事業」が 572億円で 21.5％となっている。以下、「運輸業」が 11.3％、「鉱業」が 3.9％、「林業」が 1.7％、「漁

業」が 0.4％、「電気、ガス、水道又は熱供給の事業」及び「船舶所有者の事業」がそれぞれ 0.3％となっている。（第３表） 

 

 

 

 

 

 

区　分　

　業　種

千円 ％ ％ 千円 ％ ％

全 業 種 561,214,319 100.0 1.4 △    565,016,678 100.0 0.7

林 業 8,494,344 1.5 6.5 △    8,211,691 1.5 3.3 △    

漁 業 1,531,668 0.3 9.4 △    1,425,303 0.3 6.9 △    

鉱 業 16,091,981 2.9 7.7 △    14,643,724 2.6 9.0 △    

建 設 事 業 155,445,912 27.7 3.1 △    155,200,660 27.5 0.2 △    

製 造 業 128,770,087 22.9 3.3 △    129,202,649 22.9 0.3

運 輸 業 61,759,359 11.0 2.0 △    62,254,307 11.0 0.8

電 気 、 ガ ス 、 水 道

又 は 熱 供 給 の 事 業
1,239,580 0.2 4.6 △    1,263,268 0.2 1.9

そ の 他 の 事 業 185,423,307 33.0 2.6 190,389,890 33.7 2.7

船 舶 所 有 者 の 事 業 2,458,082 0.4 0.1 △    2,425,187 0.4 1.3 △    

金 額 構成比
対前年
同　期

増減率

金 額 構成比
対前年
同　期

増減率

第　２　表　　業 種 別 保 険 給 付 支 払 状 況

令和4年度　4年12月末 令和5年度　5年12月末

令和5年度　5年12月末現在

区　分　 障 害 補 償 遺 族 補 償 傷 病 補 償 合 計

　業　種 年 金 年 金 年 金 （ 年金等給付 ）

千円 千円 千円 千円 ％

全 業 種 101,271,539 148,131,080 16,275,047 265,677,667 100.0

林 業 1,252,593 2,954,440 185,208 4,392,242 1.7

漁 業 249,686 779,993 18,471 1,048,149 0.4

鉱 業 980,685 8,037,913 1,246,294 10,264,891 3.9

建 設 事 業 26,980,697 54,063,016 5,906,787 86,950,500 32.7

製 造 業 36,109,247 35,325,000 2,905,024 74,339,270 28.0

運 輸 業 11,289,773 16,914,970 1,747,476 29,952,218 11.3

電 気 、 ガ ス 、 水 道

又 は 熱 供 給 の 事 業
161,625 494,489 48,671 704,785 0.3

そ の 他 の 事 業 24,002,318 29,032,851 4,195,307 57,230,477 21.5

船 舶 所 有 者 の 事 業 244,916 528,409 21,810 795,134 0.3

構 成 比 38.1% 55.8% 6.1% 100.0% －

(注) 「傷病補償年金」は、傷病補償年金受給者に係る療養の給付及び療養の費用を含む。

構成比

第　３　表　　業 種 別 年 金 等 給 付 支 払 状 況



保 険 料 

 

  令和５年度労災保険業務機械処理の令和５年 12 月末現在における保険料徴収決定済額は 9,104 億円で、前年同期に比

べて 2.7％増となっている。保険料収納済額は 6,494億円で、前年同期に比べて 2.7％増となっている。また、収納率につ

いてみると 71.3％となっており、前年同期と同水準となっている。 

  保険料徴収決定済額を業種別に構成比でみると、「その他の事業」が 4,513億円で 49.6％と最も大きく、次いで、「建設

事業」が 1,916 億円で 21.1％、「製造業」が 1,635 億円で 18.0％を占めている。以下、「運輸業」が 8.5％、「船舶所有者

の事業」が 1.5％、「林業」が 0.6％、「鉱業」が 0.3％、「漁業」及び「電気、ガス、水道又は熱供給の事業」がそれぞれ

0.2％となっている。（第４表） 

 

 

区　分　

令和4年度 令和5年度 令和4年度 令和5年度 令和4年度 令和5年度

　業　種 4年12月末 5年12月末 4年12月末 5年12月末 4年12月末 5年12月末

千円 千円 ％ ％ 千円 千円 ％ ％ ％ ％

全 業 種 886,727,468 910,392,043 100.0 2.7 632,096,767 649,381,042 100.0 2.7 71.3 71.3

林 業 5,765,186 5,841,341 0.6 1.3 4,192,253 4,215,727 0.6 0.6 72.7 72.2

漁 業 1,876,293 2,019,062 0.2 7.6 1,314,900 1,455,281 0.2 10.7 70.1 72.1

鉱 業 2,590,609 2,583,952 0.3 0.3 △   1,746,598 1,729,188 0.3 1.0 △   67.4 66.9

建 設 事 業 185,551,760 191,648,411 21.1 3.3 132,595,544 137,452,507 21.2 3.7 71.5 71.7

製 造 業 161,212,323 163,509,572 18.0 1.4 112,893,171 114,359,598 17.6 1.3 70.0 69.9

運 輸 業 75,607,044 77,182,006 8.5 2.1 50,496,309 51,601,119 7.9 2.2 66.8 66.9

電気、ガス、 水道

又は熱供給の 事業
2,370,742 2,241,193 0.2 5.5 △   1,659,594 1,535,097 0.2 7.5 △   70.0 68.5

そ の 他 の 事 業 438,672,033 451,294,104 49.6 2.9 318,169,739 327,030,699 50.4 2.8 72.5 72.5

船舶所有者の 事業 13,081,478 14,072,402 1.5 7.6 9,028,659 10,001,824 1.5 10.8 69.0 71.1

構成比
対前年
同　期

増減率

構成比
対前年
同　期

増減率

第　４　表　　業　種　別　保　険　料　徴　収　状　況
保 険 料 徴 収 決 定 済 額 保 険 料 収 納 済 額 収　納　率


